








































 第１節 問題の所在 
 第２節 既往研究の課題 
 （１）出移民に至った地域的背景 
 （２）出移民に伴う送出地域の変容 
 第３節 研究の目的と方法 
 
第２章 近代日本における出移民と移民送出の担い手 
 第１節 近代日本における出移民の概観 







 第１節 送出地域区分の課題と資料 
 （１）送出地域区分の課題 
 （２）府県統計書にみる出移民関係項目 
 第２節 市郡別にみた移民送出地域 
 （１）市郡別在外者数・出移民率に関する地図の作成方法 
 （２）明治 23（1890）年における市郡別在外者数と出移民率 
 （３）明治 40（1907）年における市郡別在外者数と出移民率 
 （４）大正 9（1920）年における市郡別在外者数と出移民率 


























































 第１節 北米移民送出以前の地理的特性 
 （１）田中村の概要 
 （２）産業の展開 
 第２節 北米移民の動向 




 第４節 柑橘輸出やネーブルオレンジ導入後の 








 第１節 マニラ移民送出以前の地理的特性 
 （１）岡山村の概要 
 （２）近世以降における出稼ぎの展開 



































































 第４節 近代～現代の産業の変化とマニラ移民との関わり 
（１）柑橘栽培の増加 
（２）再移住しなかった帰郷者の生業 
 第５節 小括 
 
第６章 結論 
 第１節 総括 

















































































 ―明治 9～昭和 9（1876～1934）年― 
渡航形態別出移民数 
 ―明治 9～昭和 10（1876～1935）年― 
沖縄本島および本章の関連地域 
沖縄県の人口と在外者数 
 ―明治 13～昭和 13（1880～1938）年― 
沖縄県の渡航許可者 ―明治 37（1904）年― 
 
府県統計書における在外者数の記載例 
 ―福岡県統計書（明治 36（1903）年）― 
市郡別在外者数 ―明治 23（1890）年― 
市郡別出移民率 ―明治 23（1890）年― 
市郡別在外者数 ―明治 40（1907）年― 
市郡別出移民率 ―明治 40（1907）年― 
市郡別在外者数 ―大正 9（1920）年― 





 明治 44（1911）年のネーブルオレンジ生産量 
那賀郡の柑橘生産量 
























































































































































 ―明治 32～大正 9（1890～1920）年― 
沖縄県の移民会社業務代理人 
 ―明治 36～44（1903～11）年― 
業務代理人以外の移民・出稼ぎ斡旋従事者 















堂本家の収支 ―明治 23～27（1890～94）年― 
那賀郡における生産額上位 10位の産物 










































































 ―明治 44（1911）年― 
口総地区における 1戸当り耕地面積と出稼ぎ者 
送出世帯 ―天保 14～15（1843～44）年― 
岡山村域における諸職従事者 
 ―天保 12（1841）年― 
岡山村域からの出稼ぎ者 ―天保 14（1843）年― 
岡山村域における諸職従事者 
 ―明治 16～大正 12（1883～1923）年― 
X区域における世帯別の居住形態と生業 
 ―昭和 10（1935）年頃― 
口総地区出身のマニラ移民の社会関係と生業経歴 
中小経営者による口総地区への寄付 















































































































































































































































































































































































































































ける海外出稼移民の研究（第 4報）」地理学評論 14-6，1938，76-77頁。 
４）石川友紀『日本移民の地理学的研究』榕樹社，1997。 















８）①児玉正昭「海外への移民」（広島県編・発行『広島県史 近代 1 通史Ⅴ』，1980），
















































































































約移民時代」の「第 5期：満州開拓移民期（1942～1945年：4年間）」，の 6つに区分した 1)。
児玉正昭は，官約移民の特性を検討した上で，移民会社の沿革を，①日本最初の移民会社で
ある日本吉佐移民会社が成立した明治 24（1891）年 12 月から，移民取扱業者の取り締ま




メリカ合衆国本土への移民が制限された明治 41（1908）年 2 月まで，④明治 41 年 2 月か



















 図 2-1は，明治 9（1876）～昭和 9年における移住先別出移民数を示したものである。移
住先については，『海外移住統計』の「渡航地別本邦海外移住者員数表」より，明治 32～昭




ら，明治 36年以降の出移民数には日本の植民地への移住は基本的に含まれていない 8)。 
 
 
図 2-1 移住先別出移民数 ―明治 9～昭和 9（1876～1934）年― 








 まず，出移民数の合計に注目すると，明治前期より増加し，明治 32 年には 31,354 人に
まで増加した。明治 30年代半ばは一時減少したが，明治 39（1906）年には 36,124人で最
多となった。大正期以降は 15,000～20,000 人前後で推移し，昭和 9 年には 28,087 人とな
った。 
次に，移住先別の出移民数に注目すると，明治 9 年にはアメリカ合衆国本土 128 人が登
場している。また，『旅券下付数及移民統計』では，明治 9年の旅券下付数 1位は清国 284
人で，2位アメリカ合衆国本土，3位ロシア 100人，4位朝鮮 80人となっていた 9)。アメリ
カ合衆国本土は，アメリカ合衆国本土への出稼ぎ目的での移民が禁止となる明治 33 年に
7,585人で最大となり 10)，大正 6（1917）年には 6,457人をはじめ大正中期から後期にかけ
て再び隆盛したが，大正 13（1924）年のアメリカ合衆国移民法制定により日本からの出移
民が禁止され減少した。 
 明治 18（1885）年には，官約移民の開始によりハワイが登場し，明治 33 年に日本政府
が移民会社による移民送出を制限する前年の明治 32 年には 22,973 人で出移民数の合計
（31,354 人）の約 73%となった。明治 41 年に日米紳士協約が成立しハワイからアメリカ








年には出移民数が最も多い 4,535 人となり，大正中期と昭和前期以降は 1,000 人以上の出
移民数となる年次が多かった。 










渡航していた。明治 18～27 年にはハワイへの官約移民が送出され，明治 24 年には 1,891
人で最多となった。移民会社の斡旋による渡航は，明治 24年に開始されたが，明治 24～30














っていたと推察される。移民会社の斡旋による契約移民は，明治 32 年に 20,237 人で最多















































































 図 2-4 には，『沖縄県統計書』をもとに，近代における沖縄県の人口の推移を示した。人
口に注目すると，本籍人口は明治 23（1890）年の 338,164 人から大正 13 年の 629,392 人
へ増加がみられた。現住人口は，明治 26（1893）年には本籍人口（363,468）人より 28,337
人多い 391,805人であり，大正 9年まで現住人口が本籍人口を上回っていた。大正 10（1921）
年以降，現住人口は現，状維持ないし微増となり，大正 13年には本籍人口（629,392人）
より 57,947人少ない 571,445人であり，現住人口が本籍人口を下回っていた。 
 沖縄県外への出寄留者は，明治 20 年の 27 人から，大正 8 年の 3,321 人へ増加した。入
寄留者は，明治 20年に出寄留者を大きく上回る 1,938人となっており，大正 8年には 8,296













 在外者については，明治 20年に那覇区や首里区より 9人みられた。外務省通商局編『旅
券下付数及移民統計』では，沖縄県にて手続きされた渡航許可や旅券下付の件数を集計した
とみられ，明治 32年の金武村からの 27人が初出となっている 23)。この出移民は，当山久
三の斡旋による沖縄本島からの第 1回ハワイ移民にあたる 24)。しかし，明治 30年代以前に
も，少数ではあるが，那覇区や首里区といった都市より出移民がみられたことが確認できる。
その後，明治 31年の 14人から，明治 32年には 32人へ増加しており，金武村からの出移
民との関わりがうかがえる。さらに，明治 35（1902）年には 38人，明治 36（1903）年に
は 101人，明治 37（1904）年には 679人となり，明治 36年前後より在外者数が急増して
いた。大正 7（1918）年には 18,415人で，大正期には 10,000人を上回っており，昭和 12
（1937）年には最多の 40,483人となった。つまり，大正期以降は数万人の在外者数がみら
れたことが，大正 10年以降に現住人口が本籍人口を下回った要因の 1つと指摘できる。 
 














帝国殖民 45 180 86 79
仙台移民 95 35 199
東洋移民 202 358





















27 45 515 1,017 3,579





















































































 明治 30年代後半からの出移民の急増には，移民会社が重要な役割を果たした。表 2-1に
は，『沖縄県史料』や『沖縄県史 資料編』に収録された，外務省外交史料館所蔵「移民会
社ヲ経由セル海外渡航者名簿」および「移民会社ニ依ラザル者ニ対シ渡航許可ヲ与エタル者
ノ姓名月表警視庁府県ヨリ報告一件」をもとに 25)，明治 32～大正 9年における移民会社別
の渡航許可数を示した。明治 44（1911）年までの渡航許可数は 10,846人で，うち移民会社
の斡旋によるものは 9,520人，移民会社の斡旋によらないものは 1,326人となっていた。 
 






































森岡　真 116 184 19 17 24 496 21 75 146 67 94 344 702 1,100 404
帝国殖民 27 417
仙台移民 69 398
東洋移民 212 41 275 42 1,130 542 97 126 132 25 209




皇国殖民 125 334 742
日本殖民 308 252 94 192 1,805
東京移民 150 1 171
三丸商会 116 8 376
中国移民 233 14 458
防長移民 26 34 9 101
神戸渡航 35 13 127
晩成移民 254 1 527
大野伝栄 15
金尾雅敏 4 47
明治殖民 493 108 731
竹村与右衛門 233 14 247 56 1
広島移民 2 2
関西移民 6 6 12
日本移民 6 4 10
伯剌西爾移民組合 0 2,124 1,912 428 121
海外興業 0 237 240 144
① 2,643 1,022 28 386 258 9,520 619 172 273 199 119 2,677 2,851 1,768 669
② 417 68 299 542 1,326 1,521 1,041 665 379 625 833 868 815 632







































 沖縄本島で移民斡旋に従事した移民会社に注目すると，明治 32 年の 27 人には森岡真が
関わっていた。明治 30年代後半には，帝国殖民や仙台移民，東洋移民，大陸殖民といった
移民会社が進出し，明治 40 年には 22 社がみられた。明治 41 年以降，移民会社数が急減
し，大正期には森岡真や東洋移民，海外興業へ集約されていた。明治期までの渡航許可数は，
日本殖民 1,805人や東洋移民 1,130人の比重が大きかった。 
 







32 年の 27 人の出移民のうち，10 人が当山久三の出身地である金武間切金武村の出身者で
あった。明治 36 年には 45 人の出移民がみられたが，すべて金武村金武地区の出身者であ
った。明治 37年には，東洋移民 202人，帝国殖民 105人，仙台移民 95人，大陸殖民 38人































表 2-2 沖縄県の移民会社業務代理人 ―明治 36～44（1903～11）年― 
 










































































































































































表 2-2 つづき 
 



































































































































































































































































































新報」明治 36 年 10 月 7 日付の，東京市深川木場町にある「交誠社渡米事務所」による，
アメリカ合衆国への自由移民の斡旋に関する広告であった（表 2-3）27)。交誠社について，
明治 38年 4月に熊本移民の業務代理人となり，後に日本殖民，東京移民の業務代理人にも
従事した大城兼義の経歴に注目すると，明治 36 年 12 月より「東京交誠社同志」となって
いた。また，交誠社による移民斡旋の広告は，管見の限り，大城兼義が業務代理人となった


















山久三が明治 23 年であることに対し，比嘉昌輝は明治 17（1884）年，真栄田岩助は明治
16（1883）年，大嶺武一は明治 28（1895）年であり，当山久三とそれ以外の者とは在校期
間の重複がみられなかった。勤務先の小学校についても，各人とも重複していなかった。た

































 また，「東洋移民合資会社業務関係雑件」所収の「履歴書」によれば，明治 17 年 9 月か














 その後，明治 26 年 4 月より海運会社である沖縄開運副社長や社長，取締役，明治 28 年























後孫左衛門 事務所 那覇区字東一六二四 林秀太郎方」という広告がみられた。また，「琉
球新報」明治 40 年 3 月 9 日付にも，「メキシコ移民ヲ取扱フ（中略）事務所 那覇区字東
大通 東洋移民会社業務代理 肥後孫左衛門 メキシコ行移民ニシテ渡航費借用御希望ノ
方ヘハ迅速貸金御周旋可仕候 那覇区字東大通 林秀太郎」と記されていた。つまり，那覇
区東 1624番地は，貸金業や移民洋品店に従事する林秀太郎の邸宅であった。 

























だし，沖縄本島における林田茂太郎の移民斡旋は，「琉球新報」明治 37年 3月 2日付の「布
哇行自由移民取扱候間希望ノ御方ハ那覇区池畑旅館ニ御出来相成候也 仙台移民合資会社
代理人林田茂太郎」という広告が初出であり，明治 37 年 3 月より展開したと推察される。
つまり，林田茂太郎の業務代理人への就任から，沖縄本島での移民斡旋の従事まで，1年程
度の期間がみうけられた。 
 この期間について，「鹿児島新聞」明治 36年 4月 8日付には，「鹿児島県日置郡伊作村中
原七番地 仙台移民合資会社 伊作出張所 今般前記ノ所ニ当会社出張所ヲ設置シ布哇渡
航自由移民ヲ取扱候間希望者ハ同出張所ニ申込マルベシ 仙台移民合資会社」という広告

















身であった。「琉球新報」の広告によれば，明治 38 年 1 月には林田茂太郎と岩永慶次郎，








ヲ為シ」ていた。「琉球新報」明治 39 年 5 月 31 日付にも，「布哇渡航移民ニ対シ該旅費金
相当ノ手続ヲ以貸付候ニ付志望ノ諸君ハ直接御面談有レ（中略）園田哲人」という広告がみ
られ，「身元調査」の記述が裏付けられる。 
 彼らの属性について，表 2-2 の資産に注目すると，林田茂太郎は田 1 町 2 反 7 畝 1 歩，
畑 1反 7畝 29歩，貸付金 5,800円，預金 1,900円，加奈陀興農株券 4,000円，関西移民出
資金 4,500 円，岩永慶次郎は田 3 町 6 反 7 歩，貸金 1,800 円，銀行貯蓄金 3,000 円，園木
陸平は土地 1 町 1 畝 21 歩となっていた。園田哲人については，「東洋移民合資会社業務関



































広告主 住所 移住先・職種 掲載期間
交誠社渡米事務所 東京市深川木場町13 米国自由移民 1903年10月7日～12月1日
天野 東京市本郷区本郷6-15 米国自由移民 1903年12月3日～9日
東京交誠会社本部 東京市本郷区菊坂町27 米国自由移民 1904年1月21日～6月1日
川津喜助 那覇区西 福岡炭坑 1904年2月19日～27日
沖縄開運株式会社 那覇区西 西表島炭坑 1904年8月1日～1905年8月19日
古賀商店 那覇区西 無人島，陸業，鰹漁 1904年8月9日～1910年4月28日
徳田弥太郎 国頭郡大宜味間切塩屋村 八重山郡，台湾木伐採 1905年3月13日～21日
東京交誠社 東京市今川小路 米国自由移民 1905年4月29日～5月9日
筑紫旅館　秦　芳松 ハワイホノルル府ベレタニア街 移民斡旋 1906年1月9日～13日
大和屋海事部 神戸市 海員 1906年2月15日～11月8日
沖縄旅館 ハワイオアフ島ホノルル府リバー街 移民斡旋 1907年2月15日
玉置 那覇区西旅館浅田方大東島玉置開拓地 大東島 1907年3月14日～21日
日本一薬館沖縄支店 那覇区久米 売薬行商 1907年3月8日～4月12日
富名腰義珍（興産協会） 国頭郡名護間切名護村大兼久通り津嘉山店の後 ハワイ，メキシコ移民 1907年4月27日
座安徳成 那覇区東1671 鹿児島県，鉄道人夫 1907年7月13日～18日
東京生盛薬（館）支部，名護支店 那覇区久茂地2346→泊高橋通り→東ユウゲシタス二階 売薬行商 1907年10月24日～1909年10月31日
上間助次郎 那覇区久米2669 高島炭坑 1908年12月14日～17日
旅館富士屋 横浜市若竹町26 移民斡旋 1908年3月27日～30日
猿渡実清 那覇区東1568山原マジル方，名護間切大兼久通 長崎三菱造船所，職工手伝 1908年5月3日～7日
黒島英知，池城安賢 那覇区垣花湖城新屋，糸満家号大口 台湾西澤島 1908年6月3日～9日
南溟商会支店 那覇区久茂地2404 売薬行商 1908年6月7日～12日
穴井岩次郎 那覇区東1633県庁前通り並川店の裏 呉・佐世保軍港，土工人夫 1908年8月29日～9月4日
黒木天賜園 那覇区東大門前通 売薬行商 1908年9月5日～18日
我喜屋薬店 那覇区久茂地2297ホーイガヂマル並 売薬行商 1909年10月20日～25日
隅元清香園 那覇区久米大門の前通元若松店隣 茶行商 1909年10月21日～29日
中井海員部 大阪市西区九條大通電鉄発電所前 海員 1909年7月6日～12月9日
畠中良助 神戸市海岸通4-51 ハワイ，米国移民 1910年2月19日～3月19日
元成屋炭坑 那覇区広運会社内小嶺幸之 八重山元成屋炭坑，コークス製造練習生 1910年6月14日～18日
大城孝七 那覇区若狭町3503交番所の前 台湾（蕃界地） 1910年9月12日～17日
大西屋海員寄宿部 神戸市兵庫東出町2 海員 1910年9月1日












といった，炭鉱工夫の斡旋がみられた。沖縄開運では，明治 37 年 8 月や明治 38 年 8 月に
西表島の炭鉱工夫を斡旋したが，沖縄開運の社長等に従事した肥後孫左衛門が業務代理人
に従事した東洋移民では，「移民取扱人ヲ経由セル海外渡航者名簿」によれば，沖縄本島に













た 36)。とくに，明治 39 年 5 月より神戸渡航等の業務代理人に従事した徳田弥太郎は，「琉






































については湧川清栄により経歴の詳細が明らかにされている 37)。当山久三は，明治 43年 9





















































 一方，林田茂太郎は，「東洋移民合資会社業務関係雑件」によれば，明治 42 年 10 月 21
日に東洋移民の業務代理人に就任したが，現住所は「鹿児島市山下町」となっていた。肥後
孫左衛門による東洋移民の業務代理人を引き継いだ栩野安松についても，「海外興業株式会
社業務関係雑件」によれば，大正 9年 3月 10日に東洋移民の統廃合により海外興業の業務
代理人に就任したが，現住所は「鹿児島市長田町」となっている。鹿児島県伊作村出身の篠












































































25）①沖縄県立図書館資料編集室編『沖縄県史料 近代 5 移民名簿 1 自明治 32 年至明
治 39年』沖縄県教育委員会，1992，②沖縄県立図書館資料編集室編『沖縄県史料 近
代 6 移民名簿 2 自明治 40 年至明治 44 年』沖縄県教育委員会，1994，③沖縄県文
化振興会公文書館管理部資料編集室編『沖縄県史 資料編 6 近代 1 移民会社取扱移
民名簿 自 1912 至 1918』沖縄県教育委員会，1998，④沖縄県文化振興会公文書館管
理部資料編集室編『沖縄県史 資料編 8 近代 2 自由移民名簿 自 1908至 1920』沖
縄県教育委員会，1999，⑤沖縄県文化振興会公文書館管理部資料編集室編『沖縄県史 
資料編 11 近代 3 移民会社取扱移民名簿 自 1919 至 1926』沖縄県教育委員会，
2000，⑥沖縄県文化振興会公文書館管理部資料編集室編『沖縄県史 資料編 19 近代























































研究』の「第 2章 日本からの移民」は基礎研究として重要である 2)。とくに，本章に収録
























































































単位で該当者 2 人と，「外国送籍」が県単位で該当者 0 人となっている 18)。また，明治 14
（1881）年には大分県で「洋行」が県単位で該当者 2人 19)，明治 15（1882）年には福岡県
で「外国へ送籍」が郡単位で該当者は各郡とも 0人となっている 20)。 
次に，明治 19（1886）年に鳥取県と岡山県，福岡県，明治 20（1887）年に島根県と宮崎






表 3-1 府県統計書における出移民関係項目の記載状況 
 
府県＼年次 1878 1879 1880 1881 1882 1883 1884 1885 1886 1887
鳥取県 × × × × × × × × ● ●
島根県 × × × × × × × × × ●
岡山県 × × × × × × × × ● ×
広島県 × × × × × × × × × ×
山口県 × × × × × × × × （○） （○）
徳島県 × × × × × × × × × ×
香川県 × × × × × × × × × ×
愛媛県 × × × × × × × × × ×
高知県 × × × × × × × × （○） （○）
福岡県 × × × × ＊ × × × ● ●
佐賀県 × × × × × × × × × ×
長崎県 × × × × × × × × × ×
大分県 ＊✦ × × ＊ × × × × × ×
熊本県 × × × × × × × × × （○）
宮崎県 × × × × × × × × × ●
鹿児島県 × × × × × × × × （○） （○）
沖縄県 × × × × × × × × （○） （○）
府県＼年次 1888 1889 1890 1891 1892 1893 1894 1895 1896 1897
鳥取県 ● ● ● ● × × × （○） （○） （○△）
島根県 ● （○） ● （○） （○） ● ● ● （○） ●▲
岡山県 × × × × × × （○） （○） （○） ●
広島県 × × × × × × × ●△■￥ ●△■￥ ●△■￥
山口県 （○） ● × × × × × ○△ ○△ ×
徳島県 × × ● ● ● （○） ● ● ● ●
香川県 × × × × × ● ● ● ● ×
愛媛県 × × × × × × ● × × ×
高知県 ● ● ● × × × × × × ×
福岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
佐賀県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
長崎県 × （○）△＊ （○）△＊ ●▲＊ ●▲＊ ●▲＊ × × × ×
大分県 × ● ● ● ● （○） ● （○） ● ×
熊本県 （○） （○） ● （○） ● ● （○） （○） ● ●
宮崎県 ● ● ● ● ● ● ● ● × ×
鹿児島県 ● （○） ● ● ● ● ● ● ● ●
沖縄県 （○） （○） ◎ ◎ ◎ ◎ × （○） （○） （○）
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府県＼年次 1898 1899 1900 1901 1902 1903 1904 1905 1906 1907
鳥取県 （○△） （○△） ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△
島根県 ▲ × × × × × × × ▼◇ ◎▼◇
岡山県 ● ●▲ （○） ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲
広島県 ●△■￥ ●△■￥ （○） （○） （○） （○） ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥
山口県 × △ △ △ △ △ △ △ （△） （△）
徳島県 （○） ● ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△
香川県 ▲ （△） ▲ ▲ （△） ▲ （□） ■▽ （□） ●■▽
愛媛県 × × × ■ × × ■ ■ ■ ■
高知県 × × × △＊ ◎■ ◎△■＊ ◎△■＊ ◎△■＊ ◎△■＊ ●△■＊
福岡県 × × × × （○） ●▲■ ●▲■ ●▲■ ●▲■ ●▲■
佐賀県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
長崎県 × × △＊✦ △＊✦ △＊✦ △＊✦ × （▽） （▽） （▽）
大分県 ● × × × × ● × × × ×
熊本県 ● ● ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△
宮崎県 × ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△
鹿児島県 （○） ● ● ● ●△ ●△ （○）△ ●△ ●△ ●△
沖縄県 （○） ◎▲ ● ● ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲
府県＼年次 1908 1909 1910 1911 1912 1913 1914 1915 1916 1917
鳥取県 ●△ ●△ ●△ ●△ （○△） ●△ ●△ ●△ （○△） ●△
島根県 ◎▼◇ ◎▼◇ ◎▼◇ ◎▼◇ ◎▼◇ × ◎ ◎ ◎ （○▽◇）
岡山県 ●▲ ●▲■ ●▲■ ●▲■ × （△□） （△□） （△□） （○△□） ●▲■
広島県 × × ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲ ◎▲■￥ ◎▲■￥ ◎▲■￥ ◎▲■￥ ◎▲■￥
山口県 （△） △ × × △ △ △ △ ●△ ×
徳島県 ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲
香川県 ●■▽ ●■▽ ●■▽￥ ●■▽￥ ●■▽￥ ◎■▽￥ ◎■▽￥ ◎■▽￥ ◎■▽￥ （○□▽￥）
愛媛県 ■ ■ ■ × × × ◆￥ （◇￥） ▽◆￥ ▽◆￥
高知県 ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊ ●△■＊
福岡県 ●▲■ ●▲■ ●▲■ ●▲■ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥
佐賀県 ● ● ● ● ● × × （○） （○） （○）
長崎県 ▼ （▽） ▼ × △ ◎△ △ ◎△ ◎△ ◎△
大分県 ● × × ▼ ▼ ● （○）▼ （○）▼ ● （○）
熊本県 ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△■ ●△■
宮崎県 ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ● △ △
鹿児島県 ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ ●△ （△）
沖縄県 × × ●▲ × × ● ● × × ×
府県＼年次 1918 1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927
鳥取県 ●△ ●△ ●△ ●△ △ （△） △ △ △ （△）
島根県 ●■（▽◇） ●■（▽◇） ●■（▽◇） ●■▼◆ ●■▼◆ ●■▼◆ （○▽◇） （○▽◇） ●■▼◆ ●■▼◆
岡山県 （○△□） ●▲■ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥ ●▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥
広島県 ◎▲■￥ ◎▲■￥ ◎▲■￥ ●▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥
山口県 （○） ● × × × × × × × ×
徳島県 ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲ ●▲
香川県 ◎■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥
愛媛県 ▽◆￥ ▽◆￥ ▽◆￥ ▽◆￥ ▽◆￥ ▽◆￥ ▽◆￥ （◇￥） ▽◆￥ ▽◆￥








（○△□￥） （○△□￥） ●▲■￥ ●▲■￥ （○△□） ●▲■
佐賀県 （○） （○） ● （○） （○） ● × × × ×
長崎県 ◎△ ◎△ ◎△ ●△▽✦ △▽ △▽◇￥ △▽◇￥ △▽◇￥ △▽◇￥ ▽◇￥
大分県 （○）▽◆ ●▽◆ ●▽◆ ●▽◆ （○）▽◆ ●▽◇ ▽◇ ▽◇ ▽◇ （○）
熊本県 （○） （○） ●△■ ●△■ ●△■ ● ● ● ● ●
宮崎県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
鹿児島県 （○△） ●△ ●△ ●△ （△） （△） △ △□￥ △□￥ △□￥
沖縄県 （○） ◎ × ● × ●□￥ ●□￥ □￥ □￥ ×
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注）凡例は以下の通りである。 
  ◎ ＝在外者，市町村単位  ● ＝在外者，市郡単位  ○ ＝在外者，県単位 ▲ ＝渡航者，
市郡単位 △ ＝渡航者，県単位 ■ ＝海外在留者，市郡単位 □ ＝海外在留者，県単位 
▼ ＝渡航者（「警察」に記載），市郡または警察署管内単位 ▽ ＝渡航者（「警察」に記載），県単
位 ◆ ＝海外在留者（「警察」に記載），市郡または警察署管内単位 ◇ ＝海外在住者（「警察」に
記載），県単位 ￥ ＝送金額，市郡単位 ✻・✦＝その他（備考を参照） （ ）＝統計や項目が存
在しないものの，他の次の統計により数値が判明 × ＝統計や項目なし 
資料：府県統計書（各年次）をもとに作成。 
府県＼年次 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937
鳥取県 △ △ △ △ （△） （△） △ △ △ ×
島根県 ●■ ●■ × × × × × × × ×
岡山県 ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥
広島県 ▲■￥ ▲■￥ ▲■￥ × × × × × × ×
山口県 × × × × × ▽ ▽ ▽ ▽ ▽
徳島県 ●▲ （○） （○） （○△） （○△） （○△） （○△） ●▲ × ×
香川県 ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥ ■▽￥
愛媛県 （◇￥） ▽◆￥ ▽◆￥ ▽◆￥ × × × × × ×
高知県 （△＊） △＊ △＊ △＊ △＊ △＊ （△＊） △＊ △＊ （△＊）
福岡県 （○△□） （○△□） ●▲■▽◇ ●▲■▽◇ （○△□） （○△□） （○△□） ●▲■ ●▲■ （○）▽◇
佐賀県 × × × ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽
長崎県 ▽◇￥ ◇￥ ◇￥ ◇￥ ◇￥ ◇￥ × × × ×
大分県 （○）▽◇ ●▽◇ （○）▽◇ ●▽◇ （○） （○） （○） （○） ●▽◇￥ ×
熊本県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● （○）
宮崎県 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
鹿児島県 △□￥ △□￥ △□￥ △□￥ △□￥ △□￥ △□￥ △□￥ △□￥ △□￥
沖縄県 （△）□￥ （△）□￥ （△）□￥ （△）□￥ （△）□￥ （△） △□￥ △□￥ △□￥ △□￥
府県＼年次 1938 1939 1940 1941
鳥取県 × × × ×
島根県 × × × ×
岡山県 × × × ×
広島県 × × × ×
山口県 ▽ × × ×
徳島県 × × × ×
香川県 ■▽￥ × × ■▽￥
愛媛県 × ▽◆￥ ▽◆￥ ×
高知県 （△＊） △＊ × ×
福岡県 （○）▽◇ ●▽◇ ● ×
佐賀県 × × × ×
長崎県 × × × ×
大分県 × × × ×
熊本県 ● ● ● ×
宮崎県 △ × × ×
鹿児島県 △□￥ × × ×




























































5,091人，明治 31年の統計に記された明治 30年の「在外国」も 5,091人となっており，両



































































1902 8,259 2,829 1,895
1903 9,258 2,175 8,644 1,437
1904 10,511 2,034 9,666 1,844
1905 11,463 1,966 10,455 1,838
1906 13,753 4,427 14,294 4,031
1907 15,406 2,519 12,849 2,218
1908 15,591 504 13,335 350
1909 16,078 217 13,577 208
1910 13,920 831 13,482 494
1911 14,185 652 13,812 466
1912 15,226 1,598 14,847 1,166
1913 18,025 3,759 17,252 3,586
1914 19,070 2,194 18,683 1,935
1915 20,347 1,224 19,680 845
1916 21,489 1,530 20,984 968
1917 23,094 2,179 23,094 1,539
1918 27,377 2,831 31,411 1,829
1919 27,329 1,620 31,316 24,614 1,617 770 1,246 213 25,602 1,033
1920 27,580 1,592 32,430 25,620 1,522 1,084 1,338 201 26,697 840
1921 27,707 1,427 32,378 26,697 1,427 1,045 1,528 285 27,354 760
1922 27,538 1,168 32,506 643
1923 28,155 1,123 28,155 541
1924 28,938 1,629 28,933 850
1925 30,194 1,225 30,348 880
1926 31,290 1,004 934






















































1928 32,922 1,555 1,398
1929 34,250 2,778 34,250 2,266
1930 33,865 1,584 33,865 34,829 1,584 529 595 209 36,138 1,228
1931 36,516 909 36,503 36,148 916 623 456 208 36,703 478
1932 38,784 1,684 1,042
1933 41,237 2,807 2,139
1934 44,899 2,418 42,013 2,773 818 531 200 44,873 2,075
1935 47,774 1,231 47,774 44,673 1,229 910 610 336 46,066 701
1936 50,166 1,266 50,166 46,066 1,266 893 551 269 47,405 554
1937 53,972 47,405 1,224 902 810 286 46,066 490
1938 60,914 48,621 8,670 955 1,266 330 56,651 195


























































































①明治 18～27 年にハワイ官約移民の送出がみられるとともに，明治 24（1891）年より移
民会社による移民送出がはじまる直前までの初期移民送出期にあたる明治 23（1890）年，
②明治 30年代より移民会社によるハワイ等への移民送出や北米への転航が盛んになり，明
治 41 年に転航が禁止されるまでの出移民数の隆盛期にあたる明治 40（1907）年，③明治



































 まず，明治 23年の在外者数や出移民率について，図 3-2と図 3-3をみると，上位の市郡
は瀬戸内地方や九州北部に偏在していることがわかる。ただし，数値の得られた 363 か所
のうち，在外者数が 0人は 80か所のみであり，78.0%で 1人以上の在外者がみられた。 
 次に，在外者数や出移民率が上位の市郡に注目すると，1位は長崎県西彼杵郡（長崎市を



































 さらに，明治 23年は出移民数が総じて少ないため，在外者数が 100人前後以上の郡にも
注目すると，九州北部では福岡県三井郡（久留米市を含む，当時は御井郡と御原郡，山本郡）












 明治 40年の在外者数や出移民率について，図 3-4と図 3-5で数値の得られた 441市郡の
うち，在外者数が 1,000人以上は 37か所，0人は 2か所のみであり，在外者数と出移民率
の増加がみられた。また，西日本にて多数や高率という傾向が明確にみられるようになった。 
次に，在外者数が上位の市郡に注目すると，1 位は広島県安芸郡（広島市と呉市を含む）
9,439人，2位広島県安佐郡 7,771人，3位広島県佐伯郡 6,803人であり，明治 23年と同じ
く官約移民の送出地域にて多くの移民が送出されていた。出移民率をみると，安佐郡8.901%，
佐伯郡 5.209%であり，この 2 か所で 5%を上回っていた。さらに，広島県では豊田郡や賀
茂郡や御調郡，山県郡，神石郡，比婆郡，芦品郡にて，在外者数が 1,000人以上ないし出移
民率が 1%以上となっていた。九州北部についても，熊本県上益城郡は在外者数 8位 3,060

























（首里区を含む）3,912 人となっており，16 位島尻郡（那覇区を含む）2,112 人，25 位国
頭郡 1,510人とあわせ，沖縄本島にて在外者数の急増がみられた。また，和歌山県では在外
者数 7位に東牟婁郡 3,106人がみられ，10位海草郡（和歌山市を含む）2,791人，14位日
高郡 2,286 人，20 位西牟婁郡 1,829 人となっていた。つまり，図 3-2 で主な送出地域であ
った和歌山市周辺や紀ノ川中流域から，紀南地方の沿岸部へ移民多出地域の変化がみられ
た。福岡県についても，在外者数の 17位三井郡（久留米市を含む）1,936人，21位八女郡
1,825 人，24 位浮羽郡 1,522 人をはじめ，在外者数の上位は福岡県南部の筑後川流域から
熊本県北部や中部の中山間地域付近の比重が大きくなっていた。 
 さらに，在外者数の 13位新潟県北蒲原郡 2,691人，23位滋賀県犬上郡 1,672人や，出移






 大正 9 年における在外者数と出移民率について，図 3-2～3-5 と図 3-6～3-7 を比較する
と，全国的に在外者数と出移民率が増加しており，西日本にて多数や高率であるという傾向
が継続していることが確認できる。また，図 3-6 と図 3-7 で数値の得られた 454 市郡のう
ち，在外者数が 1,000人以上は 69か所で 15.4%に相当し，0人の市郡はみられなかった。 
 次に，在外者数や出移民率の上位の市郡に注目すると，在外者数の 1 位は山口県玖珂郡
14,398人，2位広島県安芸郡（広島市と呉市を含む）14,265人，3位広島県安佐郡 11,922
人，4位広島県佐伯郡 11,192人の 4郡にて 10,000人を上回っていた。また，5位沖縄県中









図 3-6 市郡別在外者数 ―大正 9（1920）年― 
注） ①山形県と東京府，富山県，石川県，岐阜県，大阪府，兵庫県，奈良県，宮崎県は資料欠である。
②岩手県と宮城県，福井県，沖縄県は 1919年，福岡県は 1921年の数値である。③山口県は在外





図 3-7 市郡別出移民率 ―大正 9（1920）年― 
注） ①山形県と東京府，富山県，石川県，岐阜県，大阪府，兵庫県，奈良県，宮崎県は資料欠である。
②岩手県と宮城県，福井県，沖縄県は 1919年，福岡県は 1921年の数値である。③山口県は在外




出移民率は 1位安佐郡 12.843%で 10%を上回り，2位広島県甲奴郡 8.524%，3位玖珂郡
8.394%，4 位大島郡 8.015%，5 位佐伯郡 7.676%，6 位福岡県浮羽郡 5.890%，7 位熊本県
下益城郡 5.149%，8位熊毛郡 5.092%，9位中頭郡 5.039%で 5%を上回っていた。つまり，
明治 40年と同じく，瀬戸内地方や福岡県南部から熊本県中部，沖縄県等の移民多出地域に
おいて，引き続き多くの移民がみられた。また，広島県を事例にとると，在外者数 1,000人
以上の郡に沼隈郡 1,517 人や双三郡 1,068 人が加わったことをはじめ，全国的に既存の送
出地域の周辺へも移民送出地域の拡大がみられた。 
 さらに，在外者数 1,000 人以上では新潟県北蒲原郡 4,060 人や岩船郡 1,141 人，滋賀県







































































































９）①沖縄県立図書館資料編集室編『沖縄県史料 近代 5 移民名簿 1 自明治 32 年至明
治 39年』沖縄県教育委員会，1992，②沖縄県立図書館資料編集室編『沖縄県史料 近
代 6 移民名簿 2 自明治 40 年至明治 44 年』沖縄県教育委員会，1994，③沖縄県文
化振興会公文書館管理部資料編集室編『沖縄県史 資料編 6 近代 1 移民会社取扱移
民名簿 自 1912 至 1918』沖縄県教育委員会，1998，④沖縄県文化振興会公文書館管
理部資料編集室編『沖縄県史 資料編 8 近代 2 自由移民名簿 自 1908至 1920』沖
縄県教育委員会，1999，⑤沖縄県文化振興会公文書館管理部資料編集室編『沖縄県史 
資料編 11 近代 3 移民会社取扱移民名簿 自 1919 至 1926』沖縄県教育委員会，
2000，⑥沖縄県文化振興会公文書館管理部資料編集室編『沖縄県史 資料編 19 近代









調査局編・発行『海外在留本邦人送金額調査 昭和 10 年中』，1937，③外務省調査局
編・発行『海外在留本邦人送金額調査 昭和 11 年中』，1938，④外務省調査局編・発
行『海外在留本邦人送金額調査 昭和 12 年中』，1939，⑤外務省調査局編・発行『海
外在留本邦人送金額調査 昭和 13年中』，1939。 
15）①児玉正昭『日本移民史研究序説』渓水社，1992，466-516頁，②菅 英輝「福岡県か
らのハワイ・北米向移民の社会・経済史的考察，明治初期～大正 13年」北九州産業社



















































































































 図 4-2 には，『和歌山県統計書』と『国勢調査』をもとに，田中村のスケールでの数値が
得られないため，那賀郡の人口と在外者数の推移を示した。人口は，明治 15（1882）年の
本籍人口 79,599人，現住人口 79,657人，大正 10（1921）年の本籍人口 116,296人，現住












在外者数については，明治前期の数値が確認できないものの，明治 22 年にはすでに 45
人がみられた。明治中期から明治後期にかけて増加し，とくに明治 31（1898）年から明治
32（1899）年には 298人から 890人，明治 38（1905）年から明治 39（1906）年には 1,117
人から 1,284 人へ増加した 1)。明治後期から大正前期には現状維持ないし微減であったが，














































米 89,736.650 石 497,410.251
裸麦 32,343.240 石 105,309.589
実綿 484,290.000 斤 43,586.100
菜種 6,583.219 石 40,216.885
糯米 5,358.770 石 33,588.770
甘蔗 63,925.000 斤 32,601.750
葉煙草 26,877.000 斤 16,394.970
大豆 2,304.200 石 12,486.460
藍葉 278,115.000 斤 11,124.600
小麦 3,023.050 石 11,100.640
棕櫚皮 3,628,500.000 枚 7,257.000
製茶 32,695.000 斤 5,100.420
蜜柑 10,837.000 箱 4,681.584
生蝋 23,700.000 斤 2,654.400
甘藷 507,343.000 斤 2,536.715
木炭 2,751.000 俵 2,008.230
粟 500.090 石 1,810.826
蕎麦 652.220 石 1,631.202
櫨実 67,425.000 斤 943.950
黍 91.290 石 223.661
蜂蜜 479.000 斤 71.850
蜀黍 25.680 石 70.543
大麦 33.397 石 63.454
馬鈴薯 153.000 斤 0.306









町））杉原地区では 13 荷，龍門村荒見地区では 130 貫と多く，荒見地区では 1 本が幹回り








表 4-2 那賀郡の柑橘栽培 ―近世後期～明治前期― 
 





杉原（龍門村） 荒見（龍門村） （麻生津村） （川原村）
品種 久年母 久年母 久年母 小蜜柑


















































































海岸における，主な田中村出身者に注目する（表 4-4）11)。表 4-4にみられる 29人のうち，
東大井地区と打田地区の出身者が9人と多くなっていた。移住先は，マウンテンビュー5人，
サンフランシスコ 4 人，オークランド 3 人をはじめ，カリフォルニア州北部のサンフラン
シスコ周辺に集中していた。職種は，花卉栽培の従事者 15人，果樹や蔬菜栽培 9人，雑貨
商 3人，貿易商 2人であった。 
 
表 4-3 堂本家の家業経営の推移 
































の詳細に注目したい 12)。榎本栄吉は明治 30（1897）年に移住し，堂本花園に 6年間就労し












































堂本誉之進 東大井 1884 サンフランシスコ，貿易商（北米貿易会社） 堂本家二男，古田為之進と共同経営
堂本兼太郎 東大井 1858 1884 オークランド，花園（40エーカー） 堂本家三男，堂本友之進と共同経営
堂本友之進 東大井 1889 オークランド，花園（40エーカー） 堂本家四男，堂本兼太郎と共同経営
榎本栄吉 東大井 1872 1897
サンマテオ，花園（40エーカー，購入），仲
買商●
古田仙之助 東大井 1898 バークレー，花園（3エーカー）● 古田虎之助（弟）と共同経営
古田虎之助 東大井 1899 バークレー，花園（3エーカー）● 古田仙之助（兄）と共同経営
榎本定楠 東大井 1880 1899 サンマテオ，花園（5エーカー，購入）
本多徳三郎（池田村北大井出身●）と共同
経営
松山源之助 東大井 1878 1900 バークレー，花園（2エーカー，購入）●





木村久太郎 打田 1868 1890
オークランド，花園（6エーカー），サンフラン
シスコ（20エーカー）
橋角長三郎 打田 1872 1892 サンノゼ，イチゴ（5エーカー，租借） 奥佐太郎の支援により独立





藤井政太郎 打田 1878 1899 マウンテンビュー，花園（3エーカー，購入）
野村清吉 打田 1881 1900 フォルソム，果樹園（40エーカー，租借） 渡航前，農業，呉服商に従事
木長安之助 打田 1902 マウンテンビュー，花園（1エーカー，購入）
独立前，木村久太郎の経営する花園に就
労




木村富太郎 黒土 1871 1882 サンノゼ，イチゴ（2エーカー，租借） 渡航前，漢学を修学





上田英太郎 西大井 1902 1899 サンフランシスコ，雑貨商（クラマス商会）
旧家，根来寺付士族出身，上田勲太郎
（弟）と共同経営
上田勲太郎 西大井 1880 1899 サンフランシスコ，雑貨商（クラマス商会）
旧家，根来寺付士族出身，上田英太郎
（兄）と共同経営
丸山準太郎 畑上 1879 1900 スイスン，果樹園（60エーカー，租借）
光吉久一 下井阪 1889 1906 プラサービル，果樹園（35エーカー，租借） 渡航前，雑貨商に従事
高岸久之進 花野 ルーミスヵ，雑貨商 高橋為次郎（粉河町松居出身）と共同経営











表 4-5 堂本誉之進からの注文商品 
 
注） 品種名は，基本的に原典のまま記載した。空欄は記載のみられないことを示す。 
資料：堂本誉之進書簡（各年次），「米国桑港エ諸苗類贈ル控」（明治 19（1886）年 8月，明治 19（1886）






明治17（1884） 6 19 茶2箱（100斤）
明治17（1884） 8 1 茶200斤
明治17（1884） 12 17 蜜柑／キク，サツキ，ソテツ，「花の美なる或は香のあるもの」
明治18（1885） 2 12 金柑，柿（御所柿，みのがき，生降），蜜柑
明治18（1885） 2 19 草木の目録
明治18（1885） 3 2 「新茶の悪しき者」／夏蜜柑／せんべい
明治18（1885） 4 1 柿，蜜柑，金柑，九年ぽう／醤油
明治18（1885） 6 12 柿1,000個，蜜柑数箱，金柑数箱，丹波栗数升／石綿少量
明治19（1886） 2 27 茶数千斤／シャクヤク，ボタン等各種















明治19（1886） 10 29 蜜柑，柏栗／ソテツ，「成丈」，クワ以外／漆器，陶器少量















注文した内容が多く含まれている（表 4-5）。明治 17年 6月から明治 19年 2月には茶，明
治 17年 12月から明治 19年 10月にはミカンやカキをはじめ柑橘等の果実，明治 17年 12
月から明治 21（1888）年には種苗や苗木を注文していた。とくに，明治 19（1886）年 8月





堂本誉之進の書簡で最も古い，明治 17年 6月 19日付の書簡には，「此度御国元ヨリ茶箱二
箱（五十斤入）百斤被送越候ニ付，（中略）幸ニ渡米友人有之候間，其人等ノ手荷物トシテ






 つまり，堂本誉之進がアメリカ合衆国本土へ移住した直後にあたる明治 17 年 6 月 19 日
に，2 箱計 100 斤すなわち 100 ポンドを注文し，渡米する友人の手荷物として輸出を試み




















 その後，明治 18 年 6 月 19 日付の書簡には，「茶 是レハ皆越ノ通リ百斤以上五百斤マ
デ」や，明治 19年 2月 27日付の書簡には，「茶ノ勘定書ヲ送ル可シ，夫ニ付テハ本年分モ
数千斤ノ茶ヲ輸出仕候度云々」と記され，茶の輸出を継続していた。しかし，明治 19 年 2
月 27日付の書簡には「小生今日迄ノ実際ニヨレバ，茶ハ実ニ利益ノ少ナキヲ発明セリ。夫
故ニ茶ノ数万斤ヲモ商売ス可キ大資本ナクンバ，活発ノ事ハ到底得難シ。依テ先ズ暫時茶ノ






明治 17 年 12 月 17 日付の書簡には，「生ハ一度蜜柑或ハ柿ノ利ヲ発明セン。次来今年ハ沢
山ニ桑港ノ市場ニ有之候。或ル人ハ大ニ利ヲ得シナラン。君夫レ商業ノ話早ナル知ル可シ」






















































堂本吉之進 3,371.56 3,511.50 田中村東大井 地価10,615.035円
堂本英之進 2,603.56 1,215.00 田中村東大井 ●南陽社三代社長
堂本誉之進 999.50 2,919.50 田中村東大井 吉之進弟
堂本謙一郎 1,449.50 田中村東大井 ◆和歌山県議，地価10,635.480円
堀内仙右衛門 943.62 安楽川村段 ●◆南陽社初代社長，地価10,225.476円
青木 732.80 有田郡
松山恒三郎 450.00 田中村東大井
香戸定助 339.00 龍門村荒見 ◆
堂本芳郎 251.00 田中村東大井
宇田利一 205.00 田中村西大井ヵ ◆地価10,121.998円
井関儀三郎 202.00 龍門村荒見 ●◆
（池田） 176.00 池田村
坂上平兵衛 140.00 麻生津村 ●◆地価10,651.737円
勝浦安次郎 128.00 麻生津村
古田保次郎 121.00 田中村東大井 吉之進家小作人
坂上覚蔵 104.00 麻生津村 ●










進の書簡には，明治 17 年から明治 21 年にかけて，「蜜柑」と「金柑」，「柿」，「夏蜜柑」，
「九年ぽう」，「丹波栗」，「柏栗」といった品種の注文がみられた（表 4-5）。これらの品種の











































表 4-7 日本産柑橘の輸入に関する領事報告 ―明治期― 
 





領事館 総量・総額 小売価格（ドル） 輸入時期 品質
明治21（1888） 3 13 サンフランシスコ 1,781ドル ○0.25～0.50 11～1月 腐敗率25％以上
明治21（1888） 12 29 サンフランシスコ 3,125ドル ●0.75～1.25 12月 腐敗率25～75％




明治28（1895） 11 27 バンクーバー 10,000箱 ○0.10
腐敗多い，凍結
品あり
明治29（1896） 6 2 タコマ 少量 ●0.40～1.15 11～2月 腐敗多い
明治29（1896） 8 4 タコマ ●0.50～1.00 11～1月初旬
明治29（1896） 12 14 タコマ ●0.10～0.15 粗悪品あり
明治30（1897） 9 24 タコマ 品質不安定








明治33（1900） 1 23 バンクーバー 3,942ドル ●0.45～0.55 11～2月














明治42（1909） 7 27 サンフランシスコ 輸入なし 害虫付着多い




日本産柑橘の港湾別の輸出量は，明治 26（1893）年のバンクーバーで 4,000箱，明治 31
（1898）年や明治 32（1899）年のバンクーバーで 20,000箱から 25,000箱，明治 34（1901）
年のバンクーバーで 40,000箱，明治 41（1908）年のシアトルでは 42,179箱，サンフラン
シスコでは 23,777箱であった。同一の港湾の数値ではないが，おおよそ各地とも明治期を
通じて輸出量が増加していたとみられる。 
ただし，明治 26 年 12 月 29 日付のバンクーバー領事館の報告では，柑橘の輸入総額
745,048 ドルのうち，1 位アメリカ合衆国産 403,973 ドル，2 位イタリア産 252,813 ドル，
3位イギリス産 63,356ドルで 20)，日本は 6位 1,945ドルとわずかであった。また，腐敗率
の高さや，未熟品や粗悪品が多く，害虫の付着のため海中投棄となる事例もみられた。もち
ろん，日本産柑橘の品質の悪さは，実際に品質が悪かったことに加え，排日感情と日本産商
品への蔑視といった時代状況も関わっていたと推察される 21)。このため，明治 29年 6月 2
日付のタコマ領事館の報告の事例では，日本産の小売価格が 1 箱 0.40 ドルから 1.15 ドル
に対し，カリフォルニア州産は 1箱 1.75ドルから 3.50ドルとなっており，アメリカ合衆国
産に比べ日本産はかなり安価であった。その他の年次についても，日本産はおおよそ 1箱 1
ドル以下となっていた。その結果，日本産柑橘は，明治 26年 12月 29日付のバンクーバー
領事館の報告には「常食ノ一部トナスニアラズ」，明治 31年 1月 25日付のバンクーバー領
事館の報告には「重ニ児童等ノ間食ニ与フルモノ」と記され，需要は大きくなかった。 
品種については，明治 21 年 3 月 13 日付のサンフランシスコ領事館の報告には「当港ニ
輸入スル本邦産蜜柑ハ温州ト称スル無核ノモノ一種ニ限レリ，其他ハ総テ不向ナリ」と記さ
れ，温州蜜柑が重視されていた。その要因について，明治 26年 12月 29日付のバンクーバ
ー領事館の報告には，「同州ノ蜜柑ハ其皮厚クシク剛ク之ヲ剥キ易カラズ，本邦ノ蜜柑ハ之
ニ反シ，指頭ヲ以テ容易ニ其皮ヲ剥キ得ルコトハ当地人ノ好尚ニ投ズル一条件ナリ，核実ナ































































 図 4-3 は，村上節太郎『柑橘栽培地域の研究』29)と，『果樹農業発達史』30)をもとに，明
治期におけるネーブルオレンジの導入経路を示した。日本で最初のネーブルオレンジの導
入は，明治 9（1876）年に勧業寮を介して和歌山県有田郡の矢船伝三右衛門に栽培を試させ










貫，2 位広島県 167,355 貫，3 位愛媛県 138,596 貫，4 位徳島県 93,079 貫，5 位静岡県
74,358貫等であった。和歌山県の市郡別では 1位那賀郡 85,876貫，2位有田郡 52,700貫，

















て展開しており，明治 31 年に地租が 10,615 円と高額であった（表 4-3）。堂本家の家計の
詳細については，和歌山県立文書館所蔵の堂本家文書に含まれる「差引勘定帳」に，明治 23
年から明治 27（1894）年の動向が判明する（表 4-8）。収入に注目すると，明治 24年の 453
円から明治 25 年には 1,621 円へ大幅増加し，その後は 1,515 円や 1,733 円となっている。
また，明治 25 年の収入の内訳は，アメリカ合衆国への柑橘の輸出は 3 回分計 737 円，米
260円等となっており，明治 25年以降の収入に占める柑橘の輸出の比重が大きかった。さ
らに，支出より地租の項目に注目し，堂本家の土地所有面積を確認すると，明治 24年は田
2町 6反 3畝 20歩，畑宅 1町 9反 2畝 7歩に対し，明治 27年には田 4町 2畝 3歩，宅畑
1町 9反 6畝 27歩，山 3反 8畝 23歩となっており，田地や山地の土地集積がみられた。 
 





貸出金 内容 借入金 内容 収入 内容 支出 内容 収支
103.000 堂本芳朗 62.000 光之進渡米費トシテ預り 140.000 苗4石 77.000 地所ニ拘ル諸費
25.000 隅田弥太郎 35.000 宇田かり 62.000 綿625打 50.000 圦山夏茶代
25.000 古田銀右衛門 32.000 米国より鳥代トシテ預り 48.000 米6石 47.000 奉公人給金
19.000 西條庄健 40.000 建家1か所 36.000 1ケ年小使用
15.000 古田清左衛門 14.000 有金 30.000 1ケ年家内着物履物代
15.000 中邨源左衛門 25.000 小供教育費
14.000 井上岩松 25.000 1ケ年人夫雇入賃
13.000 木永佐兵衛 25.000 建家繕ヒ費
12.000 角信之進 20.000 原紙并ニ養蚕具代
10.000 信定善之助 20.000 壱ケ年分農具
33.000 （12人）
284.000 計 129.000 計 304.000 計 355.000 計 104.000
95.000 堂本芳朗 225.000 米六かり 125.000 苗5石 84.000 田2町6反3畝20歩
81.000 堂本英之進 130.000 誉之進預り 88.000 米14石8斗 50.000 圦山夏茶代
54.000 松山源左衛門 35.000 宇田かり 80.000 金柑800箱 40.000 奉公人給金
24.000 古田銀右衛門 53.000 東京行1,770箱 36.000 1ケ年小使用
21.000 木永佐兵衛 45.000 有金 30.000 家内中着物履物代
19.000 古田清左衛門 30.000 清兵衛建家 25.000 小供教育費
15.000 千葉恒右衛門 19.000 綿240打 20.000 建家繕ヒ費
11.000 田中久之助 13.000 信之進建家 19.000 畑宅1町9反2畝07歩























貸出金 内容 借入金 内容 収入 内容 支出 内容 収支
137.000 堂本誉之進 204.000 米六かり 297.000 米国行弐番541籠 105.000 田3町5反2畝
100.000 堂本謙一郎 104.000 赤尾かり 270.000 米国行三番300籠 50.000 圦山茶代
71.000 松山源左衛門 100.000 20本米六ほしか 260.000 米37石4斗 41.000 奉公人給金
53.000 堂本芳朗 77.000 15本池田ほしか 170.000 米国行四番200籠 36.000 1ケ年中小使費
26.000 古田銀右衛門 35.000 宇田かり 160.000 圦山ニ800箱 35.000 家内着物履物代
17.000 千葉恒右衛門 16.000 観音寺預り 146.000 有金 25.000 小供教育費
11.000 木永佐兵衛 15.000 西預り 125.000 苗5石 20.000 予備費
55.000 （13人） 10.000 滝野協議費過 120.000 各地出荷641箱 19.000 畑宅1町9反2畝13歩
3.000 竹能預り 30.000 清兵衛家 16.000 人夫200人
1.000 竹松預り 19.000 東京行戻り655箱 15.000 原紙并ニ養蚕具買入
13.000 信之進家 15.000 農具
6.000 麦1石2斗 15.000 建家繕ヒ費
5.000 糯米8斗 10.000 交際費
470.000 計 565.000 計 1,621.000 計 402.000 計 1,124.000
250.000 三谷柑代渡ス 872.000 米六 526.000 第五ばん526箱 120.000 田4町2畝3歩
200.000 木永福太郎 129.000 ほしか18本代 282.000 第六ばん256箱6歩7升 50.000 圦山茶代
100.000 勝浦安次郎 122.000 米国行柑類仕払金不足 243.000 米145俵 40.000 着物履物代
93.000 堂本誉之進 90.000 直川預り金 168.000 小麦101俵 36.000 壱ケ年小使
83.000 中邨源左衛門 35.000 宇田かり 125.000 苗5石 30.000 奉公人給金
50.000 川原柑代渡ス 23.000 堂ノ講金 65.000 金柑各地積出365箱 30.000 予備費
35.000 千葉恒右衛門 7.000 荒見柑代残り 54.000 金柑圦山ニアル分300箱 25.000 教育費
31.000 西川久之丞 5.000 井関ほしか1本代 18.000 麦25俵 23.000 宅畑1町9反6畝24歩
20.000 下澤勘定戻 1.000 吉松預り 13.000 角信之進建家 22.000 人夫250人
18.000 古田吟右衛門 12.000 各地積出401戻り金 15.000 薪木代
17.000 松山源次郎 9.000 仝300戻り金 15.000 原紙并ニ養蚕具買入
12.000 角信之進 15.000 農具買入
11.000 木永佐兵衛 15.000 建家繕ヒ費
10.000 松山恒次郎 15.000 交際費
58.000 （36人） 3.000 山3反8畝23歩
988.000 計 1,284.000 計 1,515.000 計 454.000 計 765.000




130.000 勝浦安次郎 119.000 米六粕代○ 380.000 米152俵 50.000 圦山茶代
110.000 木永福太郎 88.000 堂本兼太郎○ 267.000 有金 40.000 家内着物履物代
60.000 西川久之丞 85.000 柑方 108.000 苗3石6斗 36.000 1ケ年小使
58.000 堂本商会 60.000 池田粕代○ 80.000 金柑400箱 35.000 奉公人給金
50.000 光之助 48.000 隅田弥太郎○ 25.000 有金 30.000 予備費
43.000 千葉恒右衛門 35.000 宇田 21.000 金柑105箱 25.000 教育費
23.000 古田銀右衛門 33.000 堂ノ講地○ 13.000 信之進建家 23.000 宅畑1町9反6畝24歩
23.000 松山源次郎 25.000 池田○ 3.000 麦14俵 20.000 人夫200人
20.000 堂本芳朗 24.000 才藤ほしか○ 3.000 戻り金 15.000 農具買入費
16.000 角信之進 5.000 井関ほしか代 15.000 建家繕ヒ費
11.000 木永佐兵衛 15.000 交際費
10.000 古田保次郎 14.000 木35株
10.000 松山治兵衛 11.000 原紙并ニ養蚕具
10.000 松山恒次郎 3.000 山3反8畝23歩
92.000 （23人） 2.000 柴200貫除


























た（表 4-4）。また，昭和 11（1936）年 5月には，ロサンゼルス在住の東大井地区出身であ











郡の品種別柑橘生産量に注目する。明治 35年の総計 800,972貫のうち，温州蜜柑 650,000
貫，「普通蜜柑」すなわち小型で種子が多く甘味の強い在来種である小蜜柑 100,000貫，ネ
ーブルオレンジ 7,000 貫，夏橙 5,000 貫等となっていた。昭和 15 年においては，総計
5,929,383貫のうち，温州蜜柑 4,993,275貫，小蜜柑 6,269貫，ネーブルオレンジ 669,547





 ただし，表 4-9には，和歌山県那賀郡役所編『統計表』34)より，大正 2（1913）年におけ
る那賀郡の主な産物を示した。この表より，生産額1位は米2,442,908円，2位綿ネル807,035
円，3位麦 419,646円となっており，温州蜜柑は 6位 305,932円であった。また，7位には




図 4-4 那賀郡の柑橘生産量 
資料：『和歌山県統計書』（各年次）。 
 




順位 品目 生産量 生産額（円）
1 米 143,623石 2,442,908
2 綿ネル 141,433反 807,035
3 麦 53,011石 419,646
4 繭 8,390石 391,677
5 清酒 8,332石 333,255
6 温州蜜柑 2,284,028貫 305,932
7 棕櫚縄 300,338束 222,184
8 生糸 5,010貫 209,267
9 白木綿 345,955反 191,997







 また，図 4-5 には，『那賀郡誌』35)をもとに，大正 5 年における那賀郡からの柑橘の出荷
先を示した。出荷先と出荷量の上位は，東京 246,551 箱，米国 230,273 箱，函館 200,315












































































































































































































































































































今治町 3,741 39.100 6.220 45.320 0.012 渦浦村 347 13.597 91.451 105.048 0.303
日吉村 1,204 280.892 76.757 357.649 0.297 亀山村 549 73.254 150.408 223.662 0.407
立花村 445 340.000 48.137 388.137 0.872 津倉村 731 139.544 139.378 278.922 0.382
富田村 664 392.950 54.600 447.550 0.674 大山村 714 122.716 172.389 295.105 0.413
桜井村 1,128 390.512 121.789 512.301 0.454 宮窪村 1,186 111.259 205.071 316.330 0.267
上朝倉村 370 213.070 41.075 254.145 0.687 西伯方村 879 94.400 233.300 327.700 0.373
下朝倉村 484 337.107 43.050 380.157 0.785 東伯方村 1,108 53.411 281.024 334.435 0.302
清水村 413 317.140 36.072 353.212 0.855 魚島村 249 100.575 100.575 0.404
鴨部村 373 229.790 22.848 252.638 0.677 弓削村 1,049 20.122 299.470 319.592 0.305
鈍川村 345 137.755 46.323 184.078 0.534 生名村 281 13.000 140.363 153.363 0.546
竜岡村 315 138.700 28.500 167.200 0.531 岩城村 670 51.832 274.293 326.125 0.487
九和村 410 237.000 46.000 283.000 0.690 瀬戸崎村 757 73.300 230.000 303.300 0.401
日高村 392 263.866 37.770 301.636 0.769 盛口村 932 117.200 337.300 454.500 0.488
近見村 645 121.910 70.157 192.067 0.298 鏡村 696 42.360 274.651 317.011 0.455
波止浜町 1,171 93.369 64.929 158.298 0.135 宮浦村 586 78.100 188.800 266.900 0.455
波方村 1,406 211.747 210.916 422.663 0.301 岡山村 1,293 98.300 398.500 496.800 0.384
乃万村 741 350.414 155.600 506.014 0.683 関前村 660 1.400 174.021 175.421 0.266
大井村 578 214.252 94.462 308.714 0.534 離島部計 12,687 1,103.795 3,690.994 4,794.789 0.378
小西村 418 199.089 65.599 264.688 0.633
亀岡村 515 146.442 61.171 207.613 0.403
歌仙村 386 173.284 86.144 259.428 0.672
菊間町 875 137.300 86.500 223.800 0.256
本土計 17,019 4,965.689 1,504.619 6,470.308 0.380
本土計
（町を除く）





認したい。この資料によれば，大正 2 年の越智郡の本籍人口は 171,835 人，現住人口は
163,702人となっている。また，出寄留者として，愛媛県内 8,042人，他府県 9,788人，朝















町と波止浜町の 2 つの町場を除くと 0.518 町となり，本土は離島部より約 0.2 町上回って
いた。 



















































では，享保 12（1727）年における野々江と口総，浦戸，宗方の 4か村の人口の合計は 1,697
人に対し，明治 24（1891）年の岡山村の人口は 6,321人であり，近世中期から明治期にか
けて大幅な人口増加がみられる。また，明治 34（1901）年の本籍人口 7,040人，現住人口
は本籍人口よりやや少ない 6,740人に対し，大正 11（1922）年の本籍人口 8,153人，現住





























移動の請願が多数含まれており，一端を明らかにすることができる 10)。表 5-2 には，これ
らの資料と，口総村の名寄帳を組み合わせ，天保 14（1843）年から天保 15（1844）年の口
総村における階層構成と，出稼ぎ者送出世帯を示した。階層構成に注目すると，1戸当り耕
地面積が 5反未満の世帯は 166戸中 139戸であり，8割以上を占めていた。出稼ぎ者は 28







































4反以上5反未満 13 1 1
3反以上4反未満 31 1
2反以上3反未満 22 2，1 1
1反以上2反未満 45 1 3 2
1反未満 26 3 1
未所有 2
耕地面積不明 9 3







村名 大工 綿打 桶師 鍛冶 紺屋 木挽
まきは
た師 計
野々江村 11 7 7 1 1 2 29
口総村 2 7 2 1 1 13
浦戸村 8 2 2 12
宗方村 3 1 1 5
計 24 17 11 2 2 2 1 59
117 
 
 一方，出稼ぎ者については，天保 14年には総計 223人となっており，諸職従事者の総計
59 人を大きく上回っていた（表 5-4）。このことから，天保 12 年の書上で諸職従事者に計
上されていなくても，「日雇」等の出稼ぎに従事する者が数多く存在したことが推察される。









































野々江村 70 43 41 7 1 162
口総村 19 9 1 29
浦戸村 26 6 32
宗方村 0




















表 5-5 岡山村域における諸職従事者 




年次 家大工 船大工 木挽 桶職 鍛冶 石工 瓦工 白銀工 左官 染色 杜氏 室師 倉人 船員 漁業 人夫
明治16（1883） 212
明治17（1884） 44 ○ 147 34 ○ 1 ○ 218
明治18（1885） 51 1 109 35 3 1 3 214
明治19（1886） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 193
明治20（1887） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,212
明治21（1888） ○ ○ ○ 5 ○ 3 2 ○
明治24（1891） 1,748
明治26（1893） 29 53 22 5 2 1,711
明治30（1897） 33 93 20 6 4 1,800
明治34（1901） 43 5 35
明治36（1903） 32 5 32
明治40（1907） 29 6 115
大正9（1920） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大正10（1921） ○ ○ 1 ○ ○ ○
大正11（1922） 1


























 図 5-3にみるように，岡山村周辺では，北隣する宮浦村へ，大正 8（1919）年 11月 13日
に森岡移民の出張所が設置された。そして， 11月には大三島の西隣にある大崎上島の中野
村に 3 人のほか，大崎下島の久友村でも斡旋が展開した。12 月には岡山村口総地区ではじ
めて 1人に渡航許可が下り，翌大正 9（1920）年 1月にも 3人みられた。2月には岡山村の
北隣の宮浦村一番耕地に 6 人と岡山村に 1 人認められ，引き続き 3 月も一番耕地に 2 人，
口総地区に 1人みられる。5月には宗方地区に 1人と，大崎上島中野村に 2人認められる。
口総地区での聞き取りを行ったところ，1月 14日に渡航許可が下りた 3人は表 5-6の no.3
と no.4，no.5，3 月 14 日に渡航許可の下りた 1 人は no.7 であった（表 5-7）。12 月 13 日
と 2月 17日の渡航許可者については，人物の詳細は不明であった。 
森岡移民は，大正 9年に海外興業へ統合された。そして，「海外興業株式会社海外渡航者
名簿 1 比島行」によれば，昭和 2（1927）年以降の海外興業の斡旋によるマニラ移民は，
いずれも業務代理人の曽川静吉の斡旋により渡航していた。曽川静吉は，広島県出身で，大







口総地区でも家屋の集中する X 区域における 14)，昭和 10（1935）年頃に居住していた 98
戸，空家を除くと 96戸に注目したい（図 5-4，表 5-6）15)。 
 まず，家族構成に注目すると，昭和 10 年頃に高齢者単独世帯となっていたものが 96 戸






していた。一方，各世代がそろった世帯は，およそ 4分の 3にとどまっていた。 













図 5-4 口総地区および X区域におけるマニラ移民送出世帯 ―昭和 10（1935）年頃― 





表 5-6 X区域における世帯別の居住形態と生業 ―昭和 10（1935）年頃― 
 



































1 ◎ 農業 56 ◎ 大工 大三島 ○
2 ◎ 大工 呉 ○ 渡航していない可能性有 57 ◎ 農業
3 ◎ 農業 59 ● 農業
4 ◎ 農業 60 ◎ 船大工 マニラ ○
5 ◎ 農業 61 ◎ 農業 村会議員にも従事
6 ◎ 農業 62 ◎ 農業
7 ◎ 農業 63 ◎ 杜氏 氷見（新居郡）
8 ◎ 電機業 64 ● 船大工 マニラ ○
9 ◎ 鋼船船大工 因島 65 ◎ 大農業 ミカンを生産
10 ◎ 農業 66 ◎ 農業 ○ 二・三男，マニラで商店や会社員
11 ◎ 農業 「大百姓」 67 ◎ 農業
12 ◎ 小学校教員 大三島 68 ◎ 浜檀那 宗方
13 ◎ 農業 69 ◎ 鋼船船大工 大三島
14 ◎ 農業 70 ● 雑役 東京
15 ◎ 農業 71 ◎ 船大工 マニラ・大連 ○
16 ◎ 農業 72 ◎ 公務員 ○ 村長，親類の招待で渡航
17 ◎ 農業 73 × 小学校教員 今治
18 ▲ 左官 74 ▲ 農業 ○ 高齢者単独世帯
19 ◎ 農業 75 ◎ 農業
20 ◎ 大工 大三島 ○ 76 ◎ 大工 大三島・マニラ ○
21 ◎ 農業 77 ● 大工 高知
22 ◎ 大工 大三島 78 ◎ 農業 「大百姓」
23 ▲ 大工 呉 32の経営する工務店に勤務 79 ◎ 大工 大三島
24 ● 大工 マニラ ○ 80 × 満鉄職員 満州 男子は北京大学卒，三井物産勤務
25 ◎ 農業 81 ▲ 雑役 神奈川
26 ◎ 農業 82
27 ◎ 農業 83 × 空家
28 ▲ 大工 マニラ ○ 84 ◎ 農業
29 ▲ 商店 呉 化粧品、砂糖商 85 ◎ 農業
30 ◎ 大工 マニラ ○ 86 ● 農業
31 ▲ 大工 マニラ ○ 高齢者単独世帯 87 ◎ 農業 「大百姓」
32 ▲ 大工 呉 海軍御用達の木工業を経営 88 ◎ 農業
33 ◎ 農業 89 ◎ 大工 マニラ ○
34 ▲ 大工 マニラ ○ 90 ● 農業・雑役 東京
35 ◎ 農業 91 ◎ 理髪店
36 ● 大工 中国 92 ▲ 大工 マニラ ○ 高齢者単独世帯
37 ● 船大工 神戸 ○ 渡航していない可能性有 93 ◎ 農業 山林の売買にも従事
38 ◎ 農業 94 ◎ 豆腐屋・牛売買
39 ◎ 農業 95 ◎ 木挽 大三島
40 ▲ 大工 マニラ ○ 96 ◎ 村役場勤務 大三島
41 ◎ 農業 ○ 三男はマニラで船大工 97 × ○ 空家
42 ◎ 農業 98 × ○ 空家
43 ◎ 大工 大三島・マニラ ○ ① ◎ 農業 ○
44 ● 船大工 神戸 ○ 渡航していない可能性有 ② ◎ 商店 大三島 ○
45 ◎ 木挽 ③ ◎ ○
46 ◎ 農業 ④ ◎ 会社員 マニラ ○
47 ● 鉄工 玉島（倉敷） ○ 三男はマニラでレストラン経営 ⑤ × ○ 空家、マニラへ転居
48 ◎ 大工 大三島 ○ ⑥ × ○ 空家カ
49 ● 大工 マニラ ○ ⑦ ◎ 農業 ○
50 ◎ 船大工 大三島 ⑧ × 洋家具店 マニラ ○
51 ◎ 農業 ⑨ ◎ 農業 ○
52 ◎ 大工・呉工廠 大三島・呉 口総有数の山林所有者 ⑩ ◎ 大工 マニラ ○
53 ◎ 農業 「大百姓」 ⑪ ◎ 大工 マニラ ○
54 ◎ 船大工 大三島 ⑫ ◎ 船大工 マニラ ○

























妻 子 他 妻 子 親
兄
弟
1a ⑧ → 洋家具店経営 →口総
1b →出産のため一時帰郷→ (44)同伴→口総 9・47親戚
1c (0)同伴 →口総
2 ③ →写真業 →口総→今治・薬局経営 1
3 ⑬→71 　→養子 →(20)木挽 →大連→(37)船大工→口総 1 ○ ○
4 →(33)木挽
5 97 三男 →(29)木挽 →今治→(39) →今治・鉄工所経営 1 10兄
6 48 →(29)木挽 →(36)商業 →(43)レストラン経営 →
7 →(28)バシラン島・農場労働者→ 1 ○
8a 66 二男
8b 8a妻 野々江生→結婚→ (33)同伴 20兄
8c 8a長男 (2)同伴
9 ⑤ → 商業・大工業 1 10 3 1親戚
10a 97 四男 →(20)→(23)商業 →今治
10b 10a先妻 →(18)家政補助・呼寄 5弟














～1910 ～1920 ～1930 ～1940 ～1945
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表 5-7 つづき 
 






移民取扱人関係雑件 海外興業株式会社 海外渡航者名簿」等をもとに作成。 
妻 子 他 妻 子 親
兄
弟
12 28 ●長男 → (22)大工業 →口総 ○ ○
13a 34 ●長男 → (26)大工業 →口総
13b 13a妻 → (25)呼寄 →口総
14 ② 六男 → (19)ダバオ→ ○ ○ 41兄
15 42 → (30)大工業 →口総
16 ⑨ → (29)大工業 33・36義兄弟，39親戚
17 ⑫ ●長男 →彦島・船大工→ (27)船大工→口総 1 3 2
18a ⑥ → (33) →
18b 18a妻 → (26)同伴 →
18c 18a長男 → (4)同伴→(22)戦死
19a 98→31 → (34)大工業 →口総
19b 19a妻 → (38)呼寄 →口総
20 66 三男 → (20) →戦死 1 ○
21 → (40)→
22 20 → (43)大工業→口総 1 6
23 92 → (21) →口総・諸職
24a 40 ●長男 小学校卒→(12)宇品・家大工弟子入→ (21)大工業 →戦死
24b 24a妻 → (19)呼寄 →口総
25 64 ● →口総・船大工→ (37)船大工→口総 1 ○
26 → (29)→
27 50→60 　→養子 →口総・船大工→ (40)→(43)船大工 →口総 1
28 ⑪ ●五男 (28)ミンダナオ島・大工業→戦死 1 ○
29 2 ● → (27)→呉・海軍工廠→口総 1 ○ ○
30 　→30 → (39)→(42)→(46)大工業→口総 1 6
31 → (19)→
32 → (35)→
33 ① → (24）大工業 ○ ○ 16義兄弟，36兄
34 ⑦ ●長男 →忠海・中学校卒→ (22) →戦死 38兄
35 42→76 　→養子 (25)大工業 →口総 1 5 2
36 ① → (21)大工業 16義兄弟，33弟
37 38 三男 (20)大工業 1 2
38 ⑦ 二男 高等小学校卒→(15)洋品店勤務→戦死 2 7 34弟
39a 47 三男 → (24) →
39b 39a妻 → (22)同伴 →
40 ③ 長男 → (23) →戦死 2 1
41 ② 九男 → (20) →戦死 2 ○ 14弟
42 89 →(48)大工業→口総
43 98 →(46)大工業→口総 19兄
44 49 ●四男 →(21)大工業→口総 2 45・48弟
45 49→24 三男→養子 →(28)大工業→口総 1 ○ ○ 44兄，48弟
46 41 三男 高等小学校卒→ 2 10
47 72 村役場勤務→村長→ (51)視察→口総 1 1親戚
48 49→ 二男→養子 → ▲大工業 1 ○ ○ 44・45兄
49 ④ 二男 → 2 5




























住地を特定できた 26 戸のうち，16 戸が X 区域に居住していた。続柄に注目すると，判明




 マニラ移民同士の関係については，no.5 と no.10a，no.8a と no.20，no.44 と no.45・
no.48をはじめ，兄弟同士での移住が 7組みられた。また，no.1，no.8，no.10 など，妻子
を同伴ないし呼び寄せる事例も 10組確認できた。no.13aの妹が no.24aの妻 no.24b，no.16































図 5-5 藤原洋家具店の広告 






 一方，昭和初年以降に初めて移住した no.12から no.52までの 41組に注目すると，大工











昭和 10 年代後半の第二次世界大戦が激化する前後までマニラに在住していた事例は 41 組
中 14組で，多くは移住後数年で帰国していた。つまり，昭和初年以降の移民は，大工業や
船大工の従事者が，出稼ぎ先の選択の 1 つとしてマニラへ移住しており，マニラに定住す
























番号①（図 5-3）の出身で，マニラに移住した no.5，no.10a ら 4 兄弟の二男である B（cf.
表 5-8）は，大正期には玉島町（現・倉敷市）へ再移住して鉄工所を経営していた。この鉄
工所では，酒樽を閉じる金輪の製造で特許を取って事業を拡大し，口総地区から出稼ぎに従









【事例② 世帯番号 63】 
































【事例③ 世帯番号 35・no.35】 































 聞き取りによれば，口総地区からマニラへの出移民の要因の 1 つとして，フィリピンは
アメリカ合衆国領であったため「アメリカへ行けば日本の 3倍稼ぐことができる」や「300











 この点を踏まえ，図 5-4や表 5-6をみると，X地区にはマニラより帰郷した高齢者で，マ
ニラで稼いだ貯蓄をもとに生活していた世帯が 3 戸みられた。また，聞き取りによれば，
no.12（cf.表 5-7）は，親が事業で失敗したためマニラへ移住したといわれており，移住の


















10a 大正11（1922） 万福寺石段 マニラ→大正期～，今治市，商業ヵ 兄弟（四男），万福寺大法要
A 大正11（1922） 万福寺石段 今治市ヵ 兄弟（長男），万福寺大法要





D 昭和　2（1927） 岡山小学校二宮尊徳像 大正期～，広島市，鉄工所経営●






















玉島町での鉄工所経営や職工・商業としてマニラへ移住した no.5 と no10a，A，B の 4 兄
弟から石段が，博多で木造西洋建築の設計で成功した C から宮殿が寄付された。昭和 2 年
には，広島で鉄工所を経営していた D から，口総地区と隣接する浦戸地区の児童が通う岡
山小学校へ二宮尊徳像が寄付された。また，岡山小学校へは昭和 16年にも，マニラで洋家
具店を経営していた no.1a により，鉄筋コンクリート製の奉安殿が寄付された。昭和 6 年
には，今治市に転出していた no.10aと呉市で海軍御用達の建具店を経営していた E，今治
市で料理店を経営していた F，呉市で商店を経営していた世帯番号 63の母方の祖父である






































 表 5-9には，表 5-7に示したマニラ移民 52組より，帰郷後や第二次世界大戦後の動向が
判明した世帯主と後継者の職種を，昭和 30年代を中心に示した。帰郷した年次と年齢に注
目すると，年次の確認できた 32組のうち，大正後期は 2組，昭和初年代前半が 1組，昭和
初年代後半が 1組，昭和 10年代前半が 9組，昭和 10年代後半が 14組，昭和 20年代前半
が 5組となっていた。つまり，第二次世界大戦に伴い，多くのマニラ移民が帰郷した様子が
うかがえる。 


























1a 昭和10年代後半 宝塚市，家具店経営 宝塚市，家具店経営
2 大正後期 今治市，薬局経営 （後継者なし）
3 昭和10年代後半 口総，船大工 大阪市，船大工
4 大正後期 広島市→北九州市，商業
5 昭和10年代前半 今治市，鉄工所経営 今治市，鉄工所→自動車工場経営
7 大正後期 口総，大工業 口総，大工業
10a 昭和初年代前半 今治市，商業ヵ
12 昭和10年代後半 口総，大工業 大阪市，郵便局員








23 昭和20年代前半 口総，雑業→大阪市 （後継者なし）
24a （戦死） 豊中市，工務店経営
25 昭和10年代後半 口総，船大工
27 昭和10年代後半 口総，農業，大工業 口総，大工業




35 昭和10年代後半 口総，大工業→豊中市，仮枠大工 因島市，日立造船勤務
36 昭和20年代前半 今治市，工務店経営 今治市，工務店経営
37 昭和10年代前半 神戸市，川崎車両木工部勤務 神戸市
43 昭和10年代前半 口総，農業 （後継者なし）
44 昭和10年代後半 口総，因島市，大工業 口総
45 昭和10年代校は 口総，大工業 口総
46 昭和20年代前半 口総，農業，大工業，町会議員 口総


















【事例⑥ no.24aと no.35】 
 no.24a は，明治 41（1908）年に第一子の長男で生まれ，no.24 世帯の後継者であった。
昭和 4（1929）年に 21歳でマニラに単独で移住して大工業に従事し，昭和 8年には妻を呼
び寄せ 1男 2女をもうけた。昭和 10年代後半に，no.24aの家族は口総地区へ帰郷したが，
no.24a は現地召集されてマニラで戦死した。昭和 20 年代以降，no.24a の長男が豊中市へ
大工業の出稼ぎに従事後，独立して工務店を経営し，大手建設業者の下請けとして経営を拡
大した。近年高齢のため経営者から引退したが，現在も家族で工務店は維持されている。 
 no.35 は，明治 41 年に第三子の二男として生まれ，非後継者であった。広島市で大工業
の修業をしたのち，大三島周辺で大工業に従事し，結婚して世帯番号 35 へ養子となった。










































図 5-6 第二次世界大戦後の岡山村の変化 
注） 線で囲った範囲は果樹園を示す。 





培されていた。たとえば，明治 44年の岡山村では，リンゴ 15.5町，ミカン 8.6町，日本梨







除虫菊は大正 13（1924）年に 60.0ha，葉煙草は昭和 4年に 95.8haとなった。昭和前期以
降，除虫菊は昭和 25（1950）年の 0.1ha以降，項目がみられなくなった。葉煙草は昭和 25
年にも 36.9ha みられたが漸次減少し，昭和 60（1985）年の 0.0ha 以降は項目がみられな
くなった。 
 
図 5-7 岡山村の主な商品作物の栽培面積 ―明治 17～平成 27（1884～2015）年― 





































8 をかえりみると，動向の判明した世帯主 28 組のうち，17 組は口総地区に居住していた。
彼らの生業は，農業 5 人，大工業 6 人，船大工 2 人，農業と大工業 1 人，農業と大工業，
議員 1 人，農業と船大工 1 人，議員 1 人となっていた。また，後継者についても，口総地
区に居住することが確認できた 10人のうち，農業 2人，大工業 3人，商店経営 1人，塩田
工夫や海運業，ノリ養殖業 1人，不明 3人となっていた。 
 また，農林センサスには，昭和 35（1969）～平成 17 年における，岡山村の兼業農家の
うち出稼ぎや人夫，日雇の従事戸数が記されている（表 5-10）。まず，出稼ぎ者に注目する
と，第 1種兼業農家では昭和 35年に 9戸であったが，昭和 40（1965）年には 29戸，昭和
45（1970）年には 30戸みられた。昭和 55年以降急減し，平成 7（1995）年以降は項目が
登場しない。第 2 種兼業農家でも昭和 45 年には 70 戸で最多となり，その後は減少し，平
成 2（1990）年には 0戸となった。人夫や日雇についても，第 1種兼業農家では昭和 40年
の 133戸および昭和 50（1975）年の 131戸，第 2種兼業農家では昭和 50年の 150戸を最
多に減少し，平成期以降は僅少となっている。なお，昭和 35年については，農林センサス
に「自営兼業」のうち「左官屋，大工，屋根ふきなど職人的な商売」に従事する世帯数が記
されており，第 1種兼業農家 19戸，第 2種兼業農家 29戸であった 27)。つまり，昭和 40年
代までは，大工業や船大工などの出稼ぎや諸職に従事する者が少なからずみられた。 
 
表 5-10 兼業農家の出稼ぎ・人夫・日雇従事戸数 
 

















昭和35（1960） 1,077 553 194 9 61 330 26 85
昭和40（1965） 1,022 405 284 29 133 333 59 105
昭和45（1970） 955 341 248 30 120 366 70 94
昭和50（1975） 877 303 190 8 131 384 32 150
昭和55（1980） 808 339 160 9 89 309 13 89
昭和60（1985） 702 297 109 3 49 296 5 64
平成  2（1990） 586 308 59 1 28 219 0 26
平成  7（1995） 497 271 61 ― ― 165
平成12（2000） 301 174 22 ― ― 105
































































































































































府立大学文学部歴史学科，2009。また，著者が平成 21（2009）年 8 月および平成 25
（2013）年 9 月に行った調査では，今治市関前支所に①「諸願控 越智嶋大庄屋 菅
長右衛門」（文化 6～9（1809～12）年），②「諸願雑記控綴込 越智嶋大庄屋 菅大之
進」（文政 9～天保 3（1826～32）年），③「諸願控綴込 越智嶋大庄屋 小笠原東平」
（天保 11～14（1840～43）年），④「諸願控綴込 越智嶋大庄屋 小笠原東平」（天保
























編・発行『比律賓年鑑 昭和 14年度版』，1938。④大谷純一編・発行『比律賓年鑑 昭





22）E については，呉商工会議所編・発行『躍進する商工の呉市 昭和 13 年度』，1938，
では「材木・工事請負・（海軍御用達代理業）木工」，呉商工会議所編・発行『呉市商工
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